
壱岐市空き家バンク実施要綱

（趣旨）

第１条 この告示は、市内における空き家及び空き地の有効活用により、定住移住促

進による地域の活性化を図るため、空き家及び空き地に関する情報登録制度につい

て必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。

(1) 空き家等 市内に存する住宅、倉庫等の建物その他の工作物（賃貸又は分譲を

目的とするものを除く。）で、居住又は使用がされていないもの（近く使用しな

くなる予定のものを含む。）及びその敷地（跡地、田畑山林等の不動産を含む。

以下同じ。）をいう。

(2) 所有者等 空き家等を売買又は賃貸（以下「売買等」という。）する権原を有

する者をいう。

(3) 空き家バンク 空き家等の売買等を希望する所有者等から申込みを受けた情

報を、本市への定住を目的として空き家等の利用を希望する者（以下「利用希望

者」という。）に対し、提供するための空き家等情報登録制度をいう。

（適用上の注意）

第３条 この告示は、空き家バンク以外による空き家等の取引を制限するものではな

い。

（登録することができる空き家等）

第４条 空き家バンクに登録することができる空き家等は、次に掲げる全ての要件を

満たす空き家等とする。

(1) 市内に存する空き家等であること。

(2) 当該空き家等の所有者等が、宅地建物取引業者（宅地建物取引業法（昭和２７

年法律第１７６号）第２条第３号に規定する宅地建物取引業者をいう。以下同じ。）

でない空き家等であること。

(3) 宅地建物取引業者との媒介契約若しくは代理契約又は契約によらない賃貸の

募集依頼等により、既に市場に流通している空き家等でないこと。

(4) 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）その他の関係法令に違反しているこ

とが明らかな空き家等でないこと。

(5) 当該空き家等の所有者等が次のアからエまでのいずれにも該当しない空き家

等であること。

ア 壱岐市暴力団排除条例（平成２４年壱岐市条例第２９号。以下「条例」とい

う。）第２条第２号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）である

と認められる者

イ 自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的

をもって、条例第２条第１号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又

は暴力団員を利用する等したと認められる者



ウ 暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接

的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認

められる者

エ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められ

る者

(6) 前各号に掲げるもののほか、この告示の目的に反すると認められる空き家等で

ないこと。

（空き家等の登録申請等）

第５条 空き家バンクに空き家等に関する情報の登録を希望する所有者等は、空き家

バンク物件登録申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添付して市長に提出し

なければならない。

(1) 空き家バンク物件登録カード（様式第２号）

(2) 空き家等（売却を希望する場合は、建物及びその敷地となっている土地）の登

記事項証明書又は登記簿謄本（申請日前３月以内に交付されたものに限る。ただ

し、当該空き家等の建物が未登記である場合は、公課証明書に代えることとする。）

(3) 不動産登記法（平成１６年法律第１２３号）第１４条各項に規定する地図又は

それに準ずる図面の写し（申請日前３月以内に交付されたものに限る。）に空き

家等の位置を示したもの

(4) 空き家等（売却を希望する場合は、建物及びその敷地となっている土地）の公

課証明書又は課税資産明細書

(5) 空き家等の現況及び全景を確認することができる写真

(6) その他市長が必要と認める書類

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容等を審査し、 適当と認

められるときは、空き家バンク台帳（様式第３号。以下「空き家台帳」という。）

に登録し、空き家バンク台帳登録完了通知書（様式第４号）により当該登録を受け

た空き家等の所有者等（以下「物件登録者」という。）に通知するものとする。

３ 市長は、第１項の規定による申請について、前条各号に掲げる要件を満たさない

ものであったときは、前項の規定による登録を行わないものとし、当該申請を行っ

た空き家等の所有者等に通知するものとする。

４ 市長は、第２項の規定による登録をしていない空き家等であって、空き家バンク

に登録することが適当であると認められるものは、その空き家等の所有者等に対し

て空き家バンクへの登録を勧めることができる。

（空き家等の登録情報の変更）

第６条 物件登録者は、登録している情報に変更があったときは、空き家バンク台帳

登録変更届出書（様式第５号）により、遅滞なく市長に届け出なければならない。

（空き家等の登録の取消し）

第７条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、空き家台帳の当該空き家等

に関する登録を取り消し、空き家バンク台帳登録取消通知書（様式第６号）により、

当該物件登録者に通知するものとする。

(1) 物件登録者から空き家バンク台帳登録取消届出書（様式第７号）が提出された



とき。

(2) 空き家等を売買等する権原に異動があったとき。

(3) 偽りその他不正の行為により登録したことが判明したとき。

(4) 自然災害等により、登録時の状態と著しく異なる状態と認められるとき。

(5) 第４条各号に掲げる要件を満たさなくなったと認められるとき。

(6) 第５条第２項の規定による登録の日から起算して２年を経過したとき。ただし、

２年を経過する日までに物件登録者が再度同条第１項に規定する申請を行い、そ

の内容等を審査し、適当と認められるときは、この限りでない。

(7) 前各号に掲げるもののほか、登録を取り消す必要があると市長が認めるとき。

（空き家等の利用者の登録申請等）

第８条 空き家台帳に登録された空き家等の利用を希望する者（以下「利用希望者」

という。）は、空き家バンク利用者登録申請書（様式第８号）を市長に提出しなけ

ればならない。

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容等を審査し、次の各号

のいずれかに該当すると認められるときは、空き家バンク利用者台帳（様式第９号。

以下「利用者台帳」という。）に登録し、空き家バンク利用者台帳登録完了通知書

（様式第１０号）により当該登録を受けた利用希望者（以下「利用者」という。）

に通知するものとする。

(1) 空き家等に定住又は定期的に滞在し、本市の自然環境や生活文化に対する理解

を深め、地域住民と協調して生活できる者

(2) 空き家等を利活用することで、地域の活性化に寄与できる者

(3) その他市長がこの告示の目的に寄与すると認めた者

３ 市長は、前項の規定にかかわらず、利用希望者が次の各号のいずれかに該当する

と認めるときは、登録は行わないものとする。

(1) 第４条第５号アからエまでの規定に該当する者であるとき。

(2) 破産者で復権を得ない者であるとき。

(3) 宅地建物取引業者であるとき。

(4) 前各号に掲げるもののほか、この告示の目的を損ない、又は目的に寄与しない

者と認めるとき。

（空き家等の利用者の登録の取消し）

第９条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、利用者台帳の当該利用者に

関する登録を取り消し、空き家バンク利用者台帳登録取消通知書（様式第１１号）

により、当該利用者に通知するものとする。

(1) 利用者から空き家バンク利用者台帳登録取消届出書（様式第１２号）が提出さ

れたとき。

(2) 利用者が前条第２項各号のいずれにも該当しなくなったと認められるとき。

(3) 利用者が前条第３項各号のいずれかに該当することが判明したとき。

(4) 偽りその他不正の行為により登録したことが判明したとき。

(5) 前条第２項の規定による登録の日から起算して２年が経過したとき。ただし、

２年を経過する日までに利用者が再度同条第１項に規定する申請を行い、その内



容等を審査し、適当と認められるときは、この限りでない。

(6) 前各号に掲げるもののほか、登録を取り消す必要があると市長が認めるとき。

（登録情報の提供及び周知）

第１０条 市長は、物件登録者及び利用者に対し、それぞれ利用者台帳及び空き家台

帳に登録された有用な情報を必要に応じ、提供するものとする。

２ 市長は、空き家台帳の登録情報及び利用者の希望内容等を壱岐市のホームページ

等に掲載し、周知するものとする。

（物件登録者と利用者との交渉等）

第１１条 物件登録者と利用者との間における、空き家等に関する交渉並びに売買契

約及び賃貸借契約（以下「契約等」という。）については、当事者間で行うものと

し、市長は直接これに関与しないものとする。

２ 契約等に関する一切の疑義及び紛争等については、当該契約等に係る当事者間で

解決するものとする。

３ 物件登録者及び利用者は、空き家台帳及び契約等により得た互いの個人情報等に

ついて、空き家バンクの利用以外の目的で使用してはならない。

（その他）

第１２条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。

附 則

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。


